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I

現在の京都市における一人あたりライフスタイル・カーボンフットプリント 7.0tCO2e/人 /年

2030年の京都市において行動変革が実現した場合のライフスタイル・カーボンフットプリント
（再生可能エネルギーの割合や環境効率が現状から改善されないと仮定した場合）

3.8tCO2e/人 /年

2030年の京都市において行動変革が実現した場合のライフスタイル・カーボンフットプリント
（再生可能エネルギーの割合や環境効率が現状から改善されると仮定した場合）

2.5tCO2e/人 /年

地球温暖化を産業革命前の水準から1.5°C以内に抑えるには、一

人あたりのカーボンフットプリントを世界平均で現在の4.6tCO2e/

年から2030年には2.5tCO2e/年に削減する必要がある1。住宅、

食、移動、製品の購入、サービス利用、レジャーの分野における消

費量とエネルギー原単位の分析から、京都市に暮らす人 の々暮ら

しに関わる平均的なカーボンフットプリントは7.0tCO2e/年である

ことがわかった。これは日本の全国平均（7.1tCO2e/年）よりやや

低い水準であるが世界平均（4.6tCO2e/年）よりは多い。

7.0tCO2eから2.5tCO2eへのカーボンフットプリントの削減は、供

給（生産）側と需要（消費）側の対策を組み合わせることで初め

て可能となる。京都市で実施した市民ワークショップでは、住宅、

食、移動、製品の購入、サービス利用、レジャーの分野における

65種類のカーボンフットプリント削減行動を示し、その実現可能

性と普及に必要な社会の変化を議論した。2030年までに再生可

能エネルギーの割合や環境効率に変化がないと仮定した場合、

カーボンフットプリント削減行動を取り入れることにより、京都市

平均で一人あたりカーボンフットプリントを2030年には約45％削

減し3.8tCO2e/年にできることがわかった。2.5tCO2e/年まで削減

するためには、例えば2030年まで環境効率を毎年3％改善する

とともに再生可能エネルギー割合を53％に引き上げるといった、

供給側の対策を組み合わせる必要がある。再生可能エネルギー

の増加と環境効率改善だけでなく、デジタルトランスフォーメー

ション、人工知能、自律型・共有型モビリティの普及、材料消費の

削減、ロボティクスなど京都を含め日本においてすでに行われてい

る生産側の変化は、いずれもカーボンフットプリントの削減にも 

貢献する。

ワークショップ参加者は、それぞれの家庭で脱炭素型行動を試行

する2週間の家庭実験にも参加した。これにより、脱炭素行動を

実施する上での障害や、より幅広く行動を取り入れる上で有益な

支援策などが明らかになった。

要約

1  「tCO2e（二酸化炭素換算トン）」は温室効果ガス排出量を表す単位で、CO2を含む温室効果ガスによる地球温暖化の影響についてCO2の影響を1と
したときの係数を用いて換算し、足し合わせた量を示す。
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京都市在住者のカーボンフットプリントで最も大きな割合を占め

るのは住居に関連するものであり、食品、移動、商品、サービスが

それに続く。住居に関連するカーボンフットプリントが高いのは、

住宅建設時に多くのCO2が排出されており、入居後には住まいで

CO2排出量の多いエネルギーを用いているためである。CO2排出

量の多い化石燃料への依存を減らすことが重要である。再生可

能エネルギー由来の電力プランに切り替え、屋上太陽光発電を設

置し、エネルギー効率の高い住宅を選ぶといった方法でCO2排出

量を大幅に減らすことができる。市民が低炭素エネルギーを利用

しやすくなるよう、政府や企業のサポートも有効であろう。

ワークショップ参加者の多くは、設備導入による経済効果がわか

りやすく示され、資金的援助も得られるのであれば、屋上太陽光

発電を導入したいと考えていた。また、LED照明の導入、衣服を

外気温に合わせ冷暖房の温度を調整することなどは、比較的すぐ

に取り入れることのできる行動であることもわかった。

ライフスタイル・カーボンフットプリントを削減する行動、なかでも

低炭素型の移動手段を活用することや購入する製品を慎重に選

び長く利用すること等は、京都市が進める温室効果ガス排出量

削減の取り組み「DO YOU KYOTO?」キャンペーンでも推進されて

いる。本報告書は、既存の取り組みと脱炭素型ライフスタイルの

可能性とをつなげ、2050年のカーボンニュートラルの実現を加速

させるガイダンスでもある。

ワークショップ参加者との議論を通じて、脱炭素型ライフスタイル

への転換には、地域経済の再生、コミュニティの強化、大気汚染

の解消、生活の質の向上など、地球温暖化抑制以外にも数多く

のメリットがあることを確認できた。

一方で、カーボンフットプリントを削減するライフスタイルへの転換

には、いくつもの障壁があることも明らかになった。インフラ・製

品・サービスの不足、既存のインフラ・製品・サービスに関する認

知度の低さ、実施コストの高さ、必要な製品やサービスが利用し

にくいこと、個人的なニーズとの兼ね合い、他人のニーズとの兼ね

合い、そして社会的規範との兼ね合いといったものである。

こうした障壁を取り除き、市民が脱炭素型のライフスタイルを取

り入れることができるようにするには、政府や企業による支援策が

有効である。また、新たなライフスタイルを実現しようとする市民

の意識と意欲が、政府や企業の支援策を後押しすることになる。

なお、この報告書では、ライフスタイル・カーボンフットプリントと、

市民の行動変容に伴うカーボンフットプリント削減量を、京都市

在住者一人あたりの平均値で表している。市内に暮らす人 の々ラ

イフスタイルは所得、職業、年齢、家族構成、健康状態の違いな

どにより極めて多様なものであり、市民のライフスタイル・カーボ

ンフットプリントの数値にも大きな違いがある。生活水準や移動

手段、住宅などのニーズの多様性を無視し、すべての人が本報告

書で示すカーボンフットプリント削減の行動をとることができると

考えるのは現実的でないし、望ましくもない。

ライフスタイル・カーボンフットプリントを年間2.5t /人以下に抑え

るという目標は非常に野心的であるが、市民、ビジネスそして行

政が協力して適切な行動をとれば実現できない目標ではない。

このように、本報告書では地球温暖化を1.5°C以内に抑えること

につながる暮らしの変化のアイディアを示した。なお、脱炭素型ラ

イフスタイルの「採用率」はあくまでも参考値または目安であり、

将来の予測や目標ではないことに留意されたい。
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1. はじめに

現在の気候変動に関する議論では、生産ベースの温室効果ガス

排出削減に焦点を合わせているが、本プロジェクトでは消費

ベースのカーボンフットプリントを計算し、地域に合った脱炭

素型のライフスタイルのあり方を提案する。生産ベースの温室

効果ガス排出量の計算は、各国の領土内での生産活動とその

国の管理下にあるオフショア活動から直接的に排出される温

室効果ガスを対象とするが、国際的な取引から生じる環境負荷

を考慮しない（Boitier, 2012; Moore, 2013）。これに対して、

消費ベースの計算（カーボンフットプリント）は、製品の生産・

流通、サービスの提供に伴う直接排出と、輸入品を含む製品の

生産・流通、サービスの提供に伴う排出の両方を含む。このア

プローチにより、個人の最終消費やライフスタイルが世界の温

室効果ガス排出に及ぼす影響を反映することができる。そのた

め、消費ベースのアプローチは、生産ベースの温室効果ガス排出

削減戦略におけるカーボンリーケージ問題を解決し、発展途上

国に過剰な排出削減の義務を負わせることのない包括的な緩

和策を推進するのに有効である（Peters and Hertwich, 2007）。

個人のライフスタイルを分析することで、住居、食、移動、製品

の購入、サービスの利用、レジャーなど、生活のさまざまな分野

における消費に関連したCO2の排出量や、これらの分野の関連

性を包括的に評価することができる（小出ほか , 2020）。ライ

フスタイルのカーボンフットプリントは国レベルや都市レベル

で評価することができる。しかしながら、都市レベルの消費デー

タを利用することが可能であるため、購入した製品やサービス

の生産、流通、使用、廃棄にわたるCO2排出（貿易に組み込ま

れたCO2排出を含む）を理解するには都市レベルの評価が適切

である。

この報告書では、「未来の低炭素ライフスタイルと移行手段の構

想」プロジェクトに参加した京都市民の議論や家庭での取り組

みに基づき、ライフスタイルの脱炭素化により消費ベースの温

室効果ガス排出を大幅に削減する方法を提言する。脱炭素型ラ

イフスタイルへの転換には、個人の取り組みだけでなく、政府

や企業などすべてのステークホルダーによる協働が求められる。

1.1. 背景

京都市はかつての日本の首都であり、140万人が暮らしてい

る。日本の西部に位置する大都市圏の一部であり、京都府の府

庁所在地でもある。市民の年齢の中央値は45.6歳である（日

本国政府 , 2021）。世界的な観光都市としてその名を知られる

京都市には、2019年には最大で一ヶ月に494万人、一年間で

5,352万人の観光客が訪れた。京都市の経済は、観光と製造業

が牽引している。近年、市は、IT、ライフサイエンス、モノのイ

ンターネット（IoT）、人工知能、ロボット工学、モビリティといっ

た分野の新興企業支援を推進している。京都市に住む人々は、

1200年を超える歴史の中で培われてきた自然と共生する文化

や健康的で環境負荷の少ない豊かな食文化、しまつの心に象徴

されるものを大切にする伝統を受け継いできた。
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京都市は、長年に渡り地球温暖化対策をリードしてきた。1997

年、京都で開催された国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の第

三回締約国会議（COP3）では、京都議定書が締結された。2009 

年には、高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする「環

境モデル都市」に選定されている。2010 年には、2020 年度ま

でに 1990 年と比較して20％、 2030 年度までには40％の温

室効果ガス排出量削減という目標を掲げた。2017年には地球

環境会議（KYOTO+20）も開催された。2019年、門川大作市長

は、環境省、地球環境戦略研究機関（IGES）、ICLEI 日本が京都

市で共催した「IPCC京都会合記念シンポジウム」の場で、全国

の自治体の長として初めて「2050年までの二酸化炭素排出量

正味ゼロを目指す覚悟」を表明し、環境大臣をはじめとする関

係者とともに「1.5°Cを目指す京都アピール」を発表した（京都

市 , 2019）。

「DO YOU KYOTO?」キャンペーンは、政府、市民、企業のマルチ

ステークホルダー・イニシアティブのひとつである。京都市と市

民や市内事業者が協力し、毎月16日には京都市全域で通勤な

どに自家用車を使用しないノーマイカーデー、屋外照明などの

消灯を呼びかけるライトダウンなどの取り組みを実施してい

る。株式会社一澤信三郎帆布や宮井株式会社などの企業は、レ

ジ袋の使用を減らすための再利用可能なバッグや風呂敷を開

発してこの活動をサポートしている（京都市、 2021a）。これら

の取り組みで、ゴミの半減、エネルギー消費量の約3割の削減

といった成果が生まれている。

2021年に策定された京都市地球温暖化対策計画〈2021-

2030〉は、2030年までに2013年度比で温室効果ガス排出量 

40％以上削減を目標とし、ライフスタイル、ビジネス、エネル

ギー、モビリティの4分野の転換を図るための施策を示した。

施策には、本報告書で取り上げている公共交通促進、低炭素自

動車の切り替え、ZEH推進なども含まれる（京都市 , 2021b） 。

このように、京都市では、長い歴史の中で培われてきた持続可

能な脱炭素社会の構築実現に向けた素地があり、生産と消費

に関連するCO2排出削減の多くの取り組みが行われている。

本報告書では、移動、住居、食、製品の購入、サービス利用、レ

ジャーの各分野におけるライフスタイル・カーボンフットプリ

ント削減に関する提言を示す。これらの取り組みは、京都市で

進んでいる政策や取り組みと相乗効果を発揮し、2050年まで

のネットゼロ達成に貢献する。

1.2. シナリオ

「未来の低炭素ライフスタイルと移行手段の構想」プロジェク

トは、国連One-Planet Network「持続可能なライフスタイル及

び教育プログラム」の一環として、地球環境戦略研究機関と

パートナー機関により実施された。プロジェクトでは、地球温暖

化を1.5°C以内に抑制することにつながる持続可能な「1.5°C

のライフスタイル」の実現を目指し、市民のライフスタイル・

カーボンフットプリントを削減する行動と行動変革を支援する

手段を含む「2030年」のシナリオを、世界6都市の市民と協力

してとりまとめた。

一人あたりライフスタイル・カーボンフットプリントの削減目標

は、2030年までに世界平均で 2.5tCO2e/年、2040年には

1.4tCO2e/年、2050年には0.7tCO2e/年とされる （小出ほか , 

2020）。本報告書で示すシナリオでは、2030年の目標に焦点を

当てている。「1.5°Cのライフスタイル」は、生活の質を落とさず

に、都市のビジョンと連動しながら実現すべきものである。その

ためには、市民を巻き込んだ共創型のアプローチが必要である。

脱炭素型ライフスタイルの内容は人によって異なる。住まい、

食、移動、商品、サービス、レジャーなど、個人の好みやニーズ

に合う脱炭素型行動を取り入れることが重要である。

最初のステップは、個人のカーボンフットプリントを分析する

ことである。これにより、住宅、食品、移動、製品、サービス、

レジャーの分野で、カーボンフットプリントを効果的に削減す

るポイントを特定することができる。

本プロジェクトでは、市民参加型ワークショップにおいて、脱炭

素型ライフスタイルにつながる65種類のカーボンフットプリン

ト削減行動を参加者に提示し、2030年に予想される行動の「採

用率」という数値を用いて実現可能性を議論した。参加者は、

カーボンフットプリント削減行動を実際の暮らしに取り入れる

2週間の家庭実験にも協力した。これによって、カーボンフット

プリント削減行動の障壁や、政府や企業が実施すべき支援策が

明らかになった。本報告書で示すシナリオは、脱炭素型ライフ

スタイルの実現を個人に促すだけでなく、政府や企業を含む市

民以外のステークホルダーに対し協力を求めるものである。

次章では、シナリオ作成の方法論を詳しく説明する。3、4、5

章では、プロジェクトで得られた京都市の平均的なカーボン

フットプリントのベースライン、望ましい将来の都市像、そして

住居、食、移動、製品とサービスの利用、レジャーの各分野にお

けるカーボンフットプリント削減行動を紹介する。6章では、温

暖化を産業革命前と比較して1.5°C以内に抑える脱炭素型ラ

イフスタイルへの移行を支援する施策を提言する。
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2. 手法

プロジェクトでは、シナリオを市民と共創するために、定量的

な分析と参加型の協議プロセスの2種類の手法を用いた。

2.1. 定量的分析

定量的分析により、（i）京都市におけるカーボンフットプリント

のベースラインの算出、（ii）ライフスタイル・カーボンフットプ

リントの削減ホットスポットの特定、（iii）低炭素ライフスタイ

ルオプションを同時に採用した場合の可能性の推定を行った。

日本の都市を対象とした定量的な分析の方法論とデータソー

スの詳細については、過去の研究（Koide et al. 2021）を参照

されたい。

ステップ1：京都市の平均カーボンフットプリントの算出
•  カーボンフットプリントの算出には、住宅、食、移動、製品

とサービス、レジャーの各分野における消費量とエネル

ギー強度（消費量あたりのエネルギー使用量）を考慮する。

•  京都では、2015年のデータに基づき、日常生活に関連す

る522の消費項目についてカーボンフットプリントを集計

し、平均的なカーボンフットプリントを算出した。

•  2015年の日本の産業連関表に基づく内包エネルギーと排

出強度の推計値（3EID ：Nansai et al.2012, 2020）を用い

てカーボンフットプリント強度（消費量あたりのカーボン

フットプリント）を推計した。

•  家計消費額と地域の価格情報から推計した家計消費量に

カーボンフットプリント強度を乗じることで平均カーボン

フットプリントを算出した。
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2  ある削減手法の副作用で別の形での排出量が増える「リバウンド効果」が生じる場合もある。例えば、自家用車をガソリン車から電気自動車に買い
替えるとランニングコストが安くなり自家用車での移動が増える可能性がある。だが、今回の分析ではリバウンド効果を考慮していない。

ステップ2：ホットスポット分析
•  ホットスポット分析は、最も大きなカーボンフットプリント

削減効果のある削減行動を特定するために役立つ。

•  住宅、食品、移動、商品、サービス、レジャーの分野におい

て算出されたカーボンフットプリントを比較評価すること

により、京都市でカーボンフットプリントの大きな割合を

占める分野を特定することができる。

•  それぞれの分野を詳しく見ることで、各分野におけるカー

ボンフットプリントのホットスポットを特定することがで

きる。消費量が多いか、生産における炭素強度（生産量あ

たりのCO2排出量）が高いか、あるいはその両方である消

費項目がホットスポットとなる。

ステップ3： ライフスタイル・カーボンフットプリント 
削減行動の提示

•  系統的な文献調査に基づき各分野におけるカーボンフッ

トプリントのホットスポットを分析し、65種類のライフス

タイル・カーボンフットプリント削減行動を特定した。

•  コミュニケーションツールとして65種類の削減行動の内容

とその実施に伴うカーボンフットプリント削減量をイラス

トで解説したオプションカタログを作成した。

•  ワークショップで用いる予定であったパズルゲームの作成

にも65種類の削減行動の削減効果推計値を活用した。

ステップ4：総合的な削減効果の推計
•  ライフスタイル・カーボンフットプリント削減の行動が、他

の行動と相互に作用する場合も少なくない。例えば、テレ

ワークで通勤距離が減ると、自動車通勤を他の移動手段に

変えた場合に得られる削減効果が減ることになる。このよ

うな相互作用を考慮して複数の削減行動を実施した場合

の削減効果の総計を推計すると、各削減行動の削減効果

を単純に合計した場合よりも大幅に小さくなる。本報告書

では、これらの相互作用を考慮して総合的な削減効果を推

計した 2。

2.2. 参加型協議プロセス

市民との議論や市民の体験で得られた知見を反映しシナリオ

を共創した。第1回と第2回のワークショップは、科学コミュニ

ケーション研究所（SCRI）と協力しオンラインで開催した。

SCRIはワークショップのモデレーターを務めた。

ワークショップの実施に先立ち、参加者のライフスタイル・カー

ボンフットプリントを試算するためにアンケート調査を実施し

た。アンケート結果に基づき参加者のライフスタイル・カーボ

ンフットプリントを分析し、京都市の平均的なライフスタイ

ル・カーボンフットプリントと比較した。

ステップ1：ワークショップ（第1回：オンライン）
第1回のワークショップは、2020年11月にオンラインで開催

された。29名の参加者は、気候変動や日常的な消費の変化が

地球温暖化に及ぼす影響について説明を受けた後、以下の議論

に加わった。

•  2050年における京都市のビジョンの共有：参加者は、将来

の京都市に残したいこと、それまでに変えたいことを共有

した。これにより、参加者が将来の京都市に望む姿に沿っ

たライフスタイル・カーボンフットプリント削減行動を特

定することができた。

•  ライフスタイル・カーボンフットプリント削減行動の採用

率の検討：ライフスタイル・カーボンフットプリント削減行

動の実施しやすさに関わる様々な条件（費用、必要なイン

フラや製品、サービスの存在、生活習慣や文化的要因等）

を考慮し、2030年の時点で、それらの削減行動が市民に

どの程度受け入れられているかを検討した。

•  家庭実験の説明：参加者は、2週間の事前準備期間と2週

間の実施、記録シート（家庭実験日誌）の使い方などの解

説の解説を受けた。

ステップ2：家庭実験
 当初は、研究チームのメンバーが実験前後に家庭を訪問し、参

加者への助言やインタビューを行う予定だった。しかし、新型

コロナウイルス感染症による制約で家庭訪問を行うことが出

来なかったので、メールや電話で支援とフォローアップを行っ

た。家庭実験の目的は、参加者にカーボンフットプリント削減

行動を試してもらい、行動変革の障壁を明らかにし、政府や企

業を含むステークホルダーの協力を求める提言を作成すること

にあった。

•  家庭実験を始める前に、参加者は65種類の脱炭素行動す

べてについて現在の実施状況を回答した。また、2週間の

実験期間中に実践する予定の削減行動を選んだ。
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•  第1回ワークショップで参加者に配布された「記録シート

（家庭実験日誌）」は、「準備と計画」、「実施」、「まとめ」と

いう3パートで構成される。

•  準備と計画：参加者が実験に先立ち行った準備について自

由に記述してもらった（例：ヴィーガン食やベジタリアン

食を買える店を探す、家族と相談する、など）。

•  実施：参加者は、2週間の間、毎日、65の脱炭素行動を実

施した度合い（100％、75％、50％。25％、0％など）を

日誌に記録した。

•  まとめ：参加者は、実践した脱炭素行動について、実験全

体を自己評価した。また、それぞれの脱炭素行動を実行す

る上での困難や障害、脱炭素行動の採用率を高める上で

役立つ支援や社会の変化等を自由に記述した。

ステップ3：ワークショップ（第2回：オンライン）
•  第2回のワークショップは、2021年1月にオンラインで開

催され、23名が参加した。

•  事務局メンバーは、家庭実験の結果を報告した。

•  事務局メンバーは、プロジェクトの成果として、都市のビ

ジョン、ライフスタイル・カーボンフットプリント削減の実

現可能性、市民が選択した脱炭素行動を効果的に実施で

きるように支援する方法の素案を発表した。

•  ワークショップ参加者は、事務局が報告した家庭実験の結

果とプロジェクト成果の素案に対しフィードバックを提供

した。
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図3.1 ライフスタイル・カーボンフットプリントの内訳

ライフスタイル・
カーボンフット
プリントの合計

住居
31%

移動
13%食

20%

製品購入
15%

レジャー
12%

サービス
9%

3. ベースラインデータの概要

京都における一人あたりライフスタイル・カーボンフットプリ

ントの平均値は7.0t-CO2e/年であった。これは、日本の全国平

均の7.1t-CO2eよりやや低く世界平均の4.6t-CO2eよりもはる

かに高い（Koide et al. 2021）。今回の試算では、6つの分野（住

宅、食品、移動、商品、サービス、レジャー）に分類して分析を

行った。

京都市では、6つの分野のうち、住宅に関連するカーボンフット

プリントが最も大きく、次いで食品、製品購入、移動の順となっ

ている。それぞれの分野を詳細に分析し、カーボンフットプリ

ント削減のホットスポットを特定した。

図3.1は、ベースラインでの京都市平均のカーボンフットプリン

トの内訳を示す。
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図3.2 住居分野のホットスポット

図3.4 食分野のホットスポット

図 3.3  住居分野の消費量とカーボンフットプリント強度

図 3.5 食分野の消費量とカーボンフットプリント強度
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● 建設・維持 ● 電力 ● 都市ガス ● LPガス ● 灯油 
● その他のエネルギー ● 水

● 穀物 ● 野菜 ● 豆・ナッツ ● 乳製品 ● 卵 
● 肉 ● 魚 ● 果物 ● 他の食品 ● 飲料
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● 穀物 ● 野菜 ● 豆・ナッツ 
● 乳製品 ● 卵● 肉 ● 魚 
● 果物 ● 他の食品 ● 飲料

1%

3.1. 住居

京都の家屋には、伝統的な町家、集合住宅と、近年建設された

戸建住宅がある。住宅分野では、家庭の電力消費によるカーボ

ンフットプリントが最も多くの割合を占める。これは、発電部

門の炭素強度が高いことと電力消費量が多いことによる。

3.2. 食

懐石料理や精進料理のように地場産の食材を活用する京都の

伝統的な食文化は全国に知られている。にもかかわらず、食に

関連するカーボンフットプリントは、住居に次いで大きい。

穀物や野菜を遠く離れた生産地から調達していること、缶やボ

トルの飲料、牛肉や豚肉などが大量に消費されていることが、

高いカーボンフットプリントの原因となっている。

● 建設・維持 ● 電力 
● 都市ガス ● LPガス ● 灯油 
● その他のエネルギー ● 水
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図3.6 移動分野のホットスポット

図3.8 製品分野のホットスポット

図 3.7 移動分野の消費量とカーボンフットプリント強度

図 3.9 製品分野の消費量とカーボンフットプリント強度
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3.3. 移動

京都には鉄道、地下鉄、バスの統合的な公共交通システムがあ

る。しかし、これらの公共交通の輸送能力は、近年急増した観

光客によってすでに限界に達している。

移動に関連するカーボンフットプリントは、主にガソリン車と

ディーゼル車の使用によるものである。

3.4. 製品購入、サービス利用、レジャー

製品購入に関連するカーボンフットプリントでは、衣服の購入

と廃棄が大きな要因になっている。サービスについては、宅配

便がカーボンフットプリントの大半を占める。レジャーのカーボ

ンフットプリントは、主に外食と長距離の旅行に由来する。
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図3.10 サービス分野のホットスポット

図3.12 レジャー分野のホットスポット

図 3.11 サービス分野の消費量と炭素強度

図 3.13 レジャー分野の消費量と炭素強度
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•  第1回目のワークショップで行われた議論のテキスト分析から、「交通」、「景観」、「文化」の4つのテーマが未来都市のビジョン
として浮かび上がった。

• 1.5°C目標の実現につながる未来のライフスタイルは、京都の伝統的な「足るを知る」暮らしを再評価することで可能になる。

4. 都市のビジョン

4.1. 都市ビジョンの作成

「2050年に向けて残したい京都の姿」と「2050年に向けて改

善したい京都の姿」について参加者がワークショップで共有し

た意見をテキスト分析した。2050年という年を設定したのは、

ワークショップの参加者が、既存のシステムに縛られずに革新

的で持続可能な未来を思い描けるようにするためである。

「2050年に向けて残したい京都の姿」に関する意見を分析す

ると、参加者は伝統文化の維持を強く望んでいることがわかっ

た。具体的には、京都の商人や職人が暮らしていた伝統的な街

並みや伝統文化の保存に強い関心が示された。また、自動車の

利用が増えることで交通渋滞が悪化することを避けたいとい

う意見も多く見られた。自動車の代わりに自転車を使うことへ

の関心が高く、具体的な政策として、自転車専用道路の建設な

どが提案された。また、伝統文化のうちでも、京都の食文化の

重要性が強調された。京野菜を使った京料理は地産地消を体

現している。この食文化を守ることが、低炭素な生活に直結す

ると多くの参加者が考えていた。

「2050年に向けて改善したい京都の姿」の議論では、渋滞、街

並みとの調和、交通安全、自動車の悪影響についても広く議論

された。観光は京都の主要な収入源であり、伝統文化の維持に

も貢献しているが、多数の観光客が殺到することで起きる観光

公害の問題も指摘された。自動車の問題や観光公害に関連し

て、公共交通機関のあり方も議論された。「2050年に向けて残

したい京都」の議論では公共交通の充実などが「残したい姿」

とされていたが、「改善したい京都」の議論でも、自動車の増加

や観光公害に対応するための改善が必要であるとされた。
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テーマ1　交通（観光公害、公共交通、自転車）

テーマ2　景観（通り、電柱、町家、自然、公園）

「京都は公共交通の
繋がりがよい」

「自転車道がもっとほしい」

「京都の通りを残してほしい。
町家が取り壊されホテルが
次 と々建っている」

「近いところで作られたもの
を食べたい」

解決を望む課題 課題に対応する方法の例

自動車の増加
観光客による混雑

公共交通の利用（自動車交通の規制）

公共交通の不足
テレワークの推進
徒歩と自転車の奨励（自転車レーンの建設）

解決を望む課題 課題に対応する方法の例

建築（とくにホテル）の多さ 景観規制、建築規制（合意）

町家が取り壊されていること 建築保全（改修補助）

電柱が交通の邪魔になっていること 電線の地中化

自然・緑地の減少 街路樹の維持、植林、多目的公園の建設

便利で快適な公園がないこと 多目的公園の建設

図4.1 ワークショップ参加者が2050年の京都に望む改善点の分析

4.2. 2050年を視野に入れた重要テーマ

前述のテキスト分析に基づいて、3つの主要テーマ、「交通」、

「景観」、「文化」を抽出し、重要課題と解決策をまとめた。
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テーマ3　文化（伝統建築、文化資産、食）

テーマ4　イノベーションと教育

解決を望む課題 課題に対応する方法の例

伝統建築を守りたい 伝統建築保全への支援

文化資産を守りたい 文化資産保全への支援

食文化を守りたい 地産地消の奨励

京都の特徴的な環境を守りたい 地域商店街等の活性化

解決を望む課題 課題に対応する方法の例

地域再開発と産業拠点の整備
ビジネスマッチング
起業家の支援

企業と大学の協力強化
ビジネス機会の創出
企業と大学の協力への支援

多様な教育ニーズへの対応
家庭、コミュニティ、ビジネスとの協力に因るキャリア教育、
生涯教育の充実

4.3. 将来の都市ビジョンの概要

京都市で開催したワークショップの参加者は、街の伝統文化を

大切にしている。また、伝統的な生活への回帰が「1.5°C」を目

指すライフスタイルの変化に大きく貢献することを認識してい

た。京都の伝統的な暮らしは、心の持ち方、習慣、生活などが

異なる個人のニーズに合った消費を、合理的な範囲内で意識的

にコントロールする「ほどほどの自給自足」と表現できる。

1200年に及ぶ歴史の中で、京都の人々は自然環境と調和した

持続可能な生き方に必要な術を身につけてきた。その結果が、

寺院や町家を中心とした都市景観や、都市農業を基盤とした

京野菜など独自の文化に結実している。伝統的な文化と培われ

てきた術を継承し発展させていくことが、京都に住む人々に

とっての「1.5°Cのライフスタイル」となりうる。一方、京都の

景観や文化は重要な観光資源だが、観光公害の原因でもある。

特に交通に関連する悪影響は深刻化しつつある。魅力的な場

所や活動を多様化させて人と車の流れを分散させることや、

様々な交通手段を調整させることなどの対策を講じる必要が

ある。
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5. 2030年のライフスタイル

•  ライフスタイル・カーボンフットプリントを削減する行動の採用率に関する議論に基づき、一人あたりカーボンフットプリント
を現状の7.0tCO2e/年から3.8tCO2e/年へと、3.2tCO2e（45%）削減することができることがわかった。これは2030年までに
再生可能エネルギーの割合が変化せず、製造業の環境効率も向上しないと仮定した場合の数値である。

•  地球温暖化を産業革命前と比べて1.5°C以内に抑えるには、2030年までに世界平均で一人あたり2.5tCO2e/年を達成する必
要がある。これには消費側と生産側の両方の対策が必要である。例えば、再生可能エネルギーの割合が53％に達し、年間3％
の環境効率向上が2030年まで維持されるなど、生産側の大幅な変革を想定した場合には、ワークショップで検討されたライ
フスタイルの変化と合わせて一人あたり2.5tCO2e/年への削減（65％減）が可能になる。

•  生産側の対策としては、再生可能エネルギーの供給量の増加、環境効率の向上に加えて、デジタルトランスフォーメーションや
人工知能、自律型・共有型移動手段の加速、素材消費の削減、ロボット技術などが有効である。これらすべてが2030年の削減
目標達成に貢献し持続可能なライフスタイルの実現に寄与する。

•  消費の主な分野のうちでは、住宅（83％減）、移動（77％減）、レジャー（58％減）、製品の購入（56％減）で大幅なフットプ
リント削減が期待できる。

• 食品とサービスの分野におけるカーボンフットプリントの削減は、比較的困難である。

•  提案された行動を導入することで、様々なメリットが期待される。例えば、エネルギー消費の削減による支出の削減や、自動車
利用から自転車利用へのシフト、野菜中心の食生活へのシフトなどによる健康増進、地域の観光の発展などである。

• ライフスタイルの変化は、物質的な豊かさから持続可能な満足感への優先順位の変更など、価値観の変化を伴う可能性がある。

•  ここで示すのはあくまでもライフスタイル変革の可能性の提案である。市民が新たな行動を取り入れることを望み、適切な状
況が実現された上で実行されることを前提としている。

イラストレーション: Tania Vicedo
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イラストレーション: Tania Vicedo

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
（%）

LED電球  92  80 

エアコンでの暖房  112  75 

服装で温度調節  115  55 

窓の簡易断熱  47  50 

ナッジングでエネルギー節約  59  50 

ヒートポンプによる温水供給（エコキュート）  121  30 

コンパクトな住居  236  30 

ニアリー・ゼロエネルギー住宅  1,433  28 

断熱リノベーション  142  25 

太陽熱給湯器による温水供給  184  20 

再エネ100％電力プラン  1,232  19.6 

IHクッキングヒーターで電化＋太陽光発電  1,352  15 

屋上太陽光パネルによる発電  1,275  15 

5.1. ライフスタイル変革の行動と採用率

カーボンフットプリントを減らすアプローチには、エネルギー効

率の向上、モーダルシフト、絶対量の削減という3種がある（小

出ほか , 2020）。この報告書では以下のように定義する。

•  効率改善：低炭素な技術に置き換えることで排出量を減
少させること。例えば、エネルギー効率の高い農業、自動
車、住宅など。

•  モーダルシフト：ある消費形態から、炭素強度の低い消費
形態に移行すること。例えば、自家用車での移動から公共
交通での移動に変えること。

•  絶対的削減：食品、走行距離、エネルギー使用量、居住空
間など、物やサービスの消費量を減らすこと。

市民ワークショップでは、3つのアプローチにまたがる65のカー

ボンフットプリント削減行動が提示された。参加者は、削減の

可能性と市のビジョンへの貢献度を考慮してそれぞれの脱炭

素型行動が2030年にどの程度実施されているかについて議論

した。

それぞれの脱炭素型行動のカーボンフットプリント削減ポテン

シャル（採用率100%を仮定）、2030年の予想採用率を表5.1-

5.4に示す。

採用率は、競合する脱炭素型行動に対応するために何らかの調

整が必要な場合（例：車通勤から自転車、電車、バスへのシフ

トが同時に100％に達することはない）を除いて、第1回ワー

クショップでの議論に基づいて決定した。

削減ポテンシャルは、他の脱炭素型行動との相互作用を考慮せ

ずに、ある行動が100％採用された場合のカーボンフットプリ

ント削減量を示す。複数の行動を同時に実施する場合には、相

互作用を考慮する必要がある。例えば、テレワークと自家用車

通勤から自転車通勤への切り替えを同時に実施すると、後者で

の通勤距離が短くなるため、2つの行動の効果を単純に足し合

わせた場合よりも削減効果が小さくなる。

表5.1は、住居に関連する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと

ワークショップ参加者が考える2030年時点の採用率を示す。

LED照明の設置や、エアコンや衣服による温度調節など、比較

的簡単なものが広く受け入れられると予想された。屋上太陽光

発電を導入したいと考える人が多いが、伝統建築や景観との兼

ね合いが普及の問題になると考えられる。これに関しては、自

治体と企業が伝統的景観と調和する太陽光発電システムを提

供す必要があるだろう。

表5.1 住居に関する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと2030年の予想採用率
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表5.2 食に関する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと2030年の予想採用率

表5.3 移動に関する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと2030年の予想採用率

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率 
（%）

自宅でフードロス削減  37  60 

外食でフードロス削減  17  60 

バランスの取れた健康的な飲み物と間食  126  55 

バランスの取れた健康的な自炊  43  50 

野菜の旬産旬消  36  50 

野菜の地産地消  8  50 

喫煙・飲酒を控える  162  35 

代替肉への転換  186  30 

バランスの取れた健康的な中食  17  25 

バランスの取れた健康的な外食  27  25 

野菜・豆類・乳製品・卵中心の食生活（ベジタリアン食）  220  20 

鶏肉中心の食生活（ホワイトベジタリアン）  70  20 

野菜・豆類中心の食生活（ヴィーガン食）  341  10 

魚介類中心の食生活（ペスカタリアン食）  74  5 

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル 
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
(%）

エコドライブ  148  60 

まとめ買い  145  55 

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
（%）

ライフサイクルカーボンマイナス住宅  2,087  11.2 

ゼロエネルギー住宅  1,815  11.2 

表5.2は、食に関連する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと

ワークショップ参加者が考える2030年時点の採用率を示す。

多くの市民が家庭での食事や外食時の食品ロスを減らし、食品

バランスガイドを参照して健康な食生活を送り、旬の地場野菜

を購入するようになると予想された。京都市のビジョンや近郊

農業で育てられた京野菜の文化を考慮すると、ベジタリアン食

もより一般的なものになると予想できる。

表5.3 は、移動に関連する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと

ワークショップ参加者が考える2030年時点の採用率を示す。

通勤やその他の移動のための自家用車の使用が大幅に削減さ

れ、電気自動車やプラグインハイブリッド車などのさまざまな

エコカーへの置き換えも進む。ライドシェアリングやカーシェア

リングが普及することで、道路交通量が減少するはずである。

車の交通量が減れば、バスのサービスが向上し、自転車利用者

にとっても安全な環境が整うだろう。多くの市民が長距離の旅

行を避けて近い場所への旅行を選んだり交通手段を変えたり

すれば、移動に伴う排出量はさらに減る。
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表5.4 商品購入、サービス利用とレジャーに関する脱炭素型行動の削減ポテンシャルと2030年の予想採用率

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
（%）

衣類の厳選とリサイクル  194  70 

地域のレクレーション活動  248  65 

鞄やアクセサリー類の厳選とリサイクル  32  55 

脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル 
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
(%）

テレワーク  279  50 

オンライン帰省  170  45 

国内で過ごす長期休暇  57  45 

長距離移動を自動車から鉄道へ  278  40 

カーシェアリング  213  40 

私用での自転車移動  466  39.6 

ライドシェアリング  510  35 

電気自動車  242  35 

通勤を自家用車から自転車へ  222  32.1 

職住近接  191  30 

飛行機から鉄道へ  41  30 

私用のバス移動  328  28.8 

バス通勤  155  25.0 

近場の遊び  97  25 

長距離移動を自動車からバスへ  209  25 

電気自動車（100％再生可能エネルギー充電）  467  25 

私用の鉄道移動  436  21.6 

タクシーからバス・自転車へ  18  20 

電車通勤  205  17.9 

地域で過ごす長期休暇  152  15 

プラグインハイブリッド車  245  15 

プラグインハイブリッド車（100％再生可能エネルギー充電）  380  10 

軽自動車  126   10 

表5.4は、商品購入、サービス利用とレジャーに関連する脱炭

素型行動の削減ポテンシャルとワークショップ参加者が考える

2030年時点の採用率を示す。衣類の長期使用やリサイクルは

特に人気が高く、その他の商品も長期使用・リサイクルなどが

取り入れられる。地域のレクリエーション活動や地域のコミュ

ニティ・エコツーリズムに参加することも一般的になるだろう。

こうした行動の普及は、社会関係資本の強化と、地域経済活性

化の機会にもなる。
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脱炭素型行動
CFP削減ポテンシャル
（kgCO2e/人 /年）

2030年の予想採用率
（%）

電気製品の厳選とリサイクル  45  50 

日用品・消耗品の厳選と使い切り  90  50 

本や雑誌の厳選・シェア、図書館、電子書籍の利用  19  50 

家具・カーペット類の厳選とリサイクル  29  45 

地域のエコツーリズム  92  45 

趣味用品の厳選とリサイクル  113  35 

現在

2030年
（供給側の条件が変わらないと仮定）

2030年
（供給側の条件が変わると仮定）

● 住居 ● 移動 ● 食 ● 製品購入 ● レジャー ● サービス

図5.1 ライフスタイル・カーボンフットプリントの変化（現状、2030年に背景状況が変化しない場合及び変化した場合）

0	 2000	 4000	 6000	 8000

ここに掲載したカーボンフットプリント削減行動とその効果

は、意思と実行可能な状況を兼ね備えた市民が実施することを

想定したものである。この報告書は、1.5°Cの実現に向けたア

イディアを提供することを目的としている。市内に暮らす人々

のライフスタイルは、年齢、身体的条件、職業、社会経済的地

位、家族構成、公共交通機関やショッピングエリアへのアクセ

ス、さらにはそれぞれの価値判断などによって多様なものであ

る。生活水準や、移動手段、住宅などのニーズの多様性に関係

なく、すべての人がここに示したカーボンフットプリント削減

の行動をとることができると考えるのは現実的ではないし、望

ましくもない。また、ここに示した採用率の数字は、ワーク

ショップの参加者が抱いた期待感と、2030年における実現可

能性の評価を反映したものであり、将来の予測や目標と見なす

べき数値ではない。

5.2.  ライフスタイル・カーボンフットプリント
の変化

2030年までに、社会や経済、技術などの条件が変化している

はずである。条件の変化が脱炭素の取り組みを容易になる場合

もあれば、取り組みを困難にする場合もあるだろう。技術の進

歩やエネルギーミックスのグリーン化などのシステム的な変化

は、脱炭素化の取り組みを後押しするはずである。様々な条件

が2030年までにどのように変化するかを予測することは非常

に困難であるため、ここでは、2通りの想定で数値を示す。一

つは条件が変わらないと仮定した場合の数値である。もう一つ

は、2030年の削減目標（一人あたり2.5tCO2e/年）を達成する

ために必要な再生可能エネルギーの割合と環境効率の変化を

考慮した数値である。

まず、再生可能エネルギーの割合や環境効率に変化がないと仮

定した場合、ワークショップで議論したカーボンフットプリント

削減行動により、ライフスタイル・カーボンフットプリントが現

在の一人あたり7.0t-CO2e/年から3.8t-CO2e/年に削減される。

この想定では、目標の2.5t-CO2e/年を1.3tCO2e/年上回る。

次に、2.5tCO2eの目標を達成するために必要な再生可能エネ

ルギーの割合と環境効率の変化を検討する。環境効率が年率

3％向上すると仮定すると、2.5tの目標を達成するためには、

水力発電を含む再生可能エネルギーの割合を53％に向上させ

る必要があると算出することができる。これは、現状の全国平

均値16％に比べて高い数値である。再生可能エネルギーへの

転換と環境効率の改善に、ワークショップで議論された脱炭素

型行動の普及が組み合わされることで、一人あたりのカーボン

フットプリントは、現在の7.0tCO2e/年から2.5tCO2e/年に削

減される（図5.1参照）。
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図5.2 再生可能エネルギー普及と環境効率改善を考慮した場合のライフスタイル・カーボンフットプリントの変化
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5.3. 1.5°Cライフスタイルのメリット

ライフスタイル変革の取り組みは、家庭での消費行動だけでな

く、広い意味でのライフスタイルやコミュニティの役割などの

変化にもつながる。さらに、物質的な豊かさからサステナブル

な生き方への満足感を優先するように価値観の変化を伴うも

のもあるだろう。持続可能であり、ショックに強く、多様な人々

を包摂する社会経済システムへの変化を促す上でも、ライフス

タイルの変化が重要である。

ライフスタイルの変化から様々なメリットが生まれることも期

待できる。効率改善や絶対的な消費量の削減は、家計の消費支

出の削減につながる。モーダルシフトのメリットとしては、例え

ば自家用車での移動から自転車移動に変えたり菜食を取り入

れたりすることで健康になるといったメリットを考えることが

できる。自転車や徒歩など「遅い」移動の方法を取り入れると、

地域の景観を楽しめるようになるかもしれない。

住居の分野では、住宅の断熱性が向上することで、極端な温度

差による健康リスクが緩和される。エネルギー効率の向上はエ

ネルギー支出の削減につながる。火力発電から再生可能エネル

ギーへの転換は、化石燃料の輸入を削減し、地域や国の財政収

支改善にも役立つ。

食の分野では、カーボンフットプリント削減行動の多くが栄養

バランスの改善にも役立つ。地場産野菜の消費促進は、輸送過

程でのGHG排出量削減に貢献するだけでなく消費者と地元農

家との関係強化につながる。ひいては、食の安全性の向上、地

元農業の活性化、都市の魅力の向上、バランスの取れた土地利

用パターンなど、様々な意味で魅力的な街づくりに貢献する。

移動の分野では、自動車の使用を大幅に減らすことで交通渋滞

が緩和される。自転車レーンや駐輪場の整備などの支援策で自

転車利用が大幅に増加すれば、市民の健康増進というメリット

が生まれる。自家用車から公共交通機関へのシフトで乗客数が

増加し混雑する可能性があるが、テレワークやまとめ買いが普

及すれば、電車やバスの混雑が緩和されることも期待できる。

従来の自動車から電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド

車（PHV）に変えると、所有者は電気を溜めておくことができ

るので自然災害への対応力も向上する。

商品購入については、買うものを厳選し長く使うことが、安価

な製品を大量に生産し大量に廃棄するという経済から抜け出す

きっかけになると期待できる。品質が高く長保ちする製品を厳

選して買うことで、目に見える形で生活の質を向上させること

もできる。余暇の分野に関しては、地域やコミュニティに根ざし

た活動が若い世代を惹きつけ、コミュニティや近隣地域を活性

化し、若い世代が住みたいと思う街に変わるきっかけになる。



19

6. 提言

•  ライフスタイルの変化は、気候変動に対処するための重要な要素と考えられる。ライフスタイル・カーボンフットプリントは、
人々のライフスタイルが気候変動に与える影響を示す指標である。

•  カーボンフットプリント削減行動を個人の努力だけで取り入れることには限度がある。消費者の習慣、市場、サービス、技術、
社会的ルールは相互に依存しているためである。

•  持続可能なライフスタイルへの移行には多様な支援策が必要である。「社会システムの変革・移行」、「インフラ・実行環境の整
備」、「製品・サービスの改善」、「情報の提供と普及」、「経済的インセンティブ」といった支援策が有効である。

•  ワークショップの参加者は、すべてのカーボンフットプリント削減行動に共通する2種類の重要な支援策を提案した。一つは、
1.5°Cライフスタイルのコンセプトと行動をすべての世代に教育を通じて広めること、もう一つは、市民から政府へのメッセー
ジを伝える参加型プロセスを確立することである。

•  政府は既存の規制を見直し、「テレワーク」、「ZEH」、「ニアリーZEH」の普及といった長期的な変化を後押しするべきである。

•  政府は、「電気自動車」や「太陽光発電」などについて、持続可能な選択のためのインフラを整備し、市民や企業の行動へのイ
ンセンティブを提供すべきである。

•  企業は、「ヴィーガン食」や「プラグインハイブリッド車」など、革新的な製品やサービス、関連する新しいビジネスモデルを提
供するべきである。

•  コミュニティ、職場、学校では、短期的かつ草の根的な取り組みと普及活動を行うべきである。例えば、「地域のレクリエーショ
ン活動」や「地域のエコツーリズム」などである。
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表6.1 期待される支援策や社会の変化

脱炭素型行動

行動変革を促す方法または条件

社会システムの
変革・移行

インフラや
実施環境の整備

製品・サービスの
改善

情報の提供と
普及

経済的
インセンティブ

テレワーク

•  職場ルールの 
改革

•  管理職・監督者
の意識改革

• PC等の供給
•  ネットワークの
強化

•  セキュリティの
強化

•  低価格高品質な
IT機器とサービ
ス

•  コンサルテー
ション

テレワーク環境
改善に関する
情報提供

• 職住近接
•  コンパクト 
シティへの居住

• 都市計画
• 土地利用計画

大都市集中の解消

自動車から
自転車へのシフト

交通法規の適切な
施行と自転車
インフラの整備

• 駐輪場
•  安全な自転車
レーン

安価な電動アシス
ト自転車の提供

•  ライドシェア 
リングの利用

•  カーシェアリン
グの利用

カーシェアリングの
規制緩和

マッチングアプリの
提供

•  電気自動車・ 
プラグイン 
ハイブリッド車
の利用

•  再生可能エネル
ギーシェアの 
向上

•  充電インフラの
整備

航続距離の改善
経済的メリットなど
の情報提供

導入費用への
補助金

6.1. ライフスタイル変革の障壁

人々のライフスタイルは簡単に変わるものではない。ある側面

は自発的に変えることができるが、多くの側面は、新たな行動

を支える製品やサービスがあるかどうか、手頃な価格で入手し

やすいか、これまでとは違う行いが職場やコミュニティで受け

入れられるかどうかなどの状況に左右される。現代社会の消費

者は、長時間労働や大量消費といった社会と経済全体の傾向に

縛られている。1.5°Cのライフスタイルを実現し社会レベルの

変化を推進するために、本プロジェクトでは、ライフスタイルを

変える上での障害やライフスタイルの変化を後押しする状況

を、市民ワークショップと家庭実験で明らかにした。また、本プ

ロジェクトでは、脱炭素型行動の普及を後押しする支援策や、

市民と政府や企業の連携で1.5°Cライフスタイルを共創する上

で有効な政策も提示した。これらの発見と提案が、新しい価値

や社会規範の形成につながることを期待する。

「再生可能エネルギー由来の電力で充電するプラグインハイブ

リッド車の利用」は誰も行わなかったが、それ以外の64の脱炭

素型行動は、それぞれ少なくとも1人の家庭実験参加者が体験

した。参加者たちが提出した「記録シート（家庭実験日誌）」に

は、脱炭素型行動をとる上での様々な課題が記されている。実

験によって明らかになった課題を以下のように分類することが

できる。

1. インフラ、製品、サービスがない

2.  インフラ、製品、サービスが存在するが、あまり知られてい

ない

3. インフラ、製品、サービス等に多額の費用がかかる

4. インフラ、製品、サービス等の入手や利用が難しい

5. 新たな行動が（他の場面での）個人的なニーズに合わない

6. 新たな行動が他の人のニーズと合わない

7. 新たな行動が社会的規範と合わない

家庭実験の参加者は、こうした障害を克服するために必要な支

援策を提案した。提案された支援策を「社会システムの変革・

移行」、「インフラや実施環境の整備」、「製品・サービスの改善」、

「情報の提供と普及」、「経済的インセンティブ」に分類できる。

表 6.1に、削減行動の導入を促す上で有効な支援策を示す。
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脱炭素型行動

行動変革を促す方法または条件

社会システムの
変革・移行

インフラや
実施環境の整備

製品・サービスの
改善

情報の提供と
普及

経済的
インセンティブ

•  ヒートポンプに
よる温水供給

• 屋上太陽光発電
• 太陽熱温水器

集合住宅への導入
に関する規則の
見直し

•  レンタルまたは
リースサービス
の提供

•  景観規制や地域
的な制約に対応
した製品の提供

経済的メリットなど
の情報提供

導入費用への
補助金

•  ライフサイクル
カーボンマイナ
ス住宅

•  ゼロエネルギー
住宅、ニアリー・
ゼロエネルギー
住宅

集合住宅への導入
に関する規則の
見直し

低価格高パフォー
マンスの製品開発

経済的メリットなど
の情報提供

導入費用への
補助金

• ヴィーガン
• ベジタリアン
• 代替肉への転換

•  低価格高 
パフォーマンス
製品の開発

•  魅力的なレシピ
の開発

•  情報提供のため
のイベント、 
ワークショップ

•  健康に関する 
心配に対応する
栄養関連情報の
提供

• 旬の野菜の消費
•  地場産野菜の 
消費

耕作放棄地の活用
地場産野菜の
流通改善

•  露地栽培に適し
た品種改良

•  魅力的なレシピ
の開発

•  生産者と消費者
の交流促進

• 食育推進

製品（衣服、かばん、
貴金属、電気製
品）のより長い期間
の使用とリサイクル

•  長寿命高 
パフォーマンス
製品の基準策定

•  公共空間での 
フリーマーケット
等の規制緩和

•  適切な価格で 
長寿命高パ
フォーマンスな
製品の提供

•  マッチングアプ
リの提供

リサイクルや
修理サービスの
情報提供

本、雑誌のシェア、
電子書籍や
図書館の利用

図書館の増設

•  電子書籍リー
ダーの妥当な 
価格での提供

•  ユーザーフレン
ドリーな検索ア
プリの提供

 地域の余暇 
活動、エコツー 
リズム

景観開発や自然
保護との調整

キャンプ、ロッジ等の
施設整備

活動やツアーの
情報普及

地域の農家への
補助

さらに、ワークショップの参加者からは、すべてのライフスタイ

ル変革の行動に共通する2つの重要な支援策が提案された。1

つは、1.5°Cのライフスタイルのコンセプトと行動を広めるこ

とである。もうひとつは、市民からのメッセージを政府に届ける

ための参加型プロセスの確立である。

6.2.  ライフスタイル変革を支えるステーク 
ホルダーの役割

表6.2には、脱炭素型の行動を取り入れる上での様々な障壁に

対応して、ライフスタイルの変化を促す状況と、変化を促す状

況を作るためにステークホルダーが行うことができる取り組み

をまとめた。
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障壁 行動変革を促す環境

環境整備のためにできること 

行政 ビジネス 市民・市民組織

インフラ、サービス、 
製品がない
（例：賃貸居住者にとっ
ての太陽光等）

インフラ、製品、
サービスが供給される

•  規制改革
• インフラ開発
• 投資促進
• 公共調達

•  製品やサービスの 
提供

•  行政や市民との 
製品やサービスの 
共同開発

• サービス向上

インフラ、サービス、 
製品が知られていない
（例：100％再生可能 
エネルギー）

インフラ、サービス、
製品の情報が充実する

•  わかりやすい情報 
提供

• ラベリング
• メディアキャンペーン

•  わかりやすい情報 
提供

• コンサルテーション
• アプリ、検索サービス
• イベント

行政やビジネスと 
合同イベント

費用がかかりすぎる
（例：ゼロエネルギー 
住宅）

製品、サービスが
手の届く価格になる

• 税、補助金
• 価格規制等

手の届く価格での
製品、サービス提供

インフラ、サービス、
製品の入手や利用が
難しい
（例：ヴィーガン食、
カーシェアリング）

インフラ、サービス、製品
が身近で使いやすいも
のになる

ビジネスや市民組織へ
の支援

アプリ、検索サービス
  地域のサービス、製品等
のマッピング

ある行動が、他の行動
ニーズと合わない
（例：バス通勤と子ども
の送り迎え）

他の行動ニーズを
同時に満たせる柔軟な
削減行動がある

ビジネスや市民の支援

•  行政や市民との 
製品やサービスの 
共同開発

• サービス向上

• 共同購入
•  行政や企業との 
製品やサービスの 
共同開発

• 経験と知恵の共有

ある行動変革が、家族や
隣人のニーズと合わない
（例：ベジタリアン食と
子どもの健康）

家族や隣人のニーズを
同時に満たせる柔軟な
削減行動がある

ビジネスや市民の支援

•  行政や市民との 
製品やサービスの 
共同開発

• サービス向上

• 共同購入
•  行政や企業との 
製品やサービスの 
共同開発

• 経験と知恵の共有

ある行動変革が、地域や
職場などのルールに合わ
ない
（例：景観保全地域での
太陽光パネル）

地域や職場などの
暗黙のルールが変わる

•  コミュニティ活動 
支援

•  職場ルール改善の 
支援

• 官民対話・協力

•  行政や市民との 
製品やサービスの 
共同開発

• サービス改善
•  市民や地域との 
合同イベント

•  地域イベント、 
ワークショップ

•  行政や企業と協力し
地域ルールの改革

表6.2 ステークホルダーへの政策提言
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7. 結論

この報告書で提示した脱炭素型行動を取り入れることで、京都

市に住む人々の平均的ライフスタイル・カーボンフットプリン

トを、現在の一人あたり 7.0tCO2e/年から、2030年には

3.8tCO2e/年へと45％削減することができる（再生可能エネル

ギーの割合や環境効率が現状から改善されないと仮定した場

合）。すでに京都市や日本全体で再生可能エネルギーのシェア

拡大、環境効率の向上、デジタルトランスフォーメーション、人

工知能、自律分散型移動手段、物質消費の削減などの取り組み

が進んでいる。これらはすべてカーボンフットプリントの削減

につながり、2.5tCO2e/年の目標達成にも役立つものである。例

えば、環境効率が毎年3％向上するとともに、2030年までに再

生可能エネルギーの割合が53％に増加すると仮定すると、提

案された脱炭素型行動との組み合わせにより、2030年までに

ライフスタイル・カーボンフットプリントを65％削減し、一人

あたり2.5tCO2e/年を達成することができる。

ネット・ゼロカーボン社会を実現しつつ生活の質を向上してい

くためには、様々なステークホルダーが責任と役割を共有する

必要がある。家庭では、様々なライフスタイルの変化が起こる。

国や地方自治体、企業、地域社会などにも重要な役割がある。

この報告書は、多様なステークホルダーが協力して、脱炭素で

持続可能な未来の京都市を創りあげる道筋を示すものである。

地球温暖化を1.5°C以内に抑えるために家庭のライフスタイル

を変革することが必要だが、一人ひとりが脱炭素型の行動を取

り入れるだけは十分ではない。政府や企業に支援策を求める

メッセージを送り、ステークホルダーが行動を起こすための条件

を整えていくことが重要である。

政府、企業、市民の垣根を越えて、1.5°Cのライフスタイルを共

創するための議論と協働を展開する必要がある。消費者の行

動、市場、サービス、技術、社会的ルールは相互に依存する。そ

れらすべてを共進化させることが求められる。消費者の行動変

化には、動機や意図、能力、機会の3つの要素が必要である。

市民が1.5°Cのライフスタイルにスムーズに移行するためには、

国、地方自治体、生産者や企業、市民や市民団体がそれぞれの

役割を果たし協力する必要がある。

政府は、既存の規制を見直し、長期的な移行を促進する計画と

政策を開始する必要がある。持続可能な選択を可能にするイン

フラを提供し、市民や企業が行動を起こすような動機づけや

フィードバックを行う必要がある。企業は、革新的な製品やサー

ビスを提供し、関連する新しいビジネスモデルを提供すべきで

ある。市民は、持続可能な選択を行ったり、政府や企業と協力

して商品やサービスを開発する機会、たとえば地域リビングラ

ボのような取り組みに参加したり、地域コミュニティ、職場、学

校は、短期的な草の根活動や普及活動に参加したりすること

で、社会の変化をさらに進めることができる。
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